
 

 

 

 

 〔制度の概要〕 

⑴ 試験研究費の総額に係る税額控除 

青色申告書を提出する法人の各事業年度（注１）において、試験研究費の額がある場合には、その

試験研究費の額に 10％（試験研究費割合（注２）が 10％未満である場合には、その試験研究費割合に

0.2 を乗じて計算した割合に８％を加算した割合）の税額控除割合を乗じた金額の法人税額の特別

控除ができることとされています。ただし、その事業年度の調整前法人税額の 25％相当額が限度と

されています（旧措法 42 の４①）。 
（注１） 合併以外の事由による解散の日を含む事業年度及び清算中の各事業年度を除きます。以下同じです。 

（注２） 試験研究費割合とは、その適用を受ける事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入される試験研

究費の額の平均売上金額（*）に対する割合をいいます（旧措法 42 の４⑥三）。以下同じです。 

（*） 平均売上金額とは、当期を含む４年間の売上金額の平均額をいいます（旧措法 42 の４⑥十）。以下同じです。 

⑵ 中小企業技術基盤強化税制 

中小企業者等（注）の各事業年度（上記⑴の適用を受ける事業年度を除きます。）において、試験

研究費の額がある場合には、その試験研究費の額に12％の税額控除割合を乗じた金額の法人税額の

特別控除ができることとされています。ただし、その事業年度の調整前法人税額の25％相当額が限

度とされています（旧措法42の４②）。 
（注） 中小企業者等とは、50 ページⅦ４〔制度の概要〕の⑵イの中小企業者等をいいます。 

⑶ 特別試験研究費の額に係る税額控除 

青色申告書を提出する法人の各事業年度において、特別試験研究費の額（その事業年度において、

上記⑴又は⑵の制度の適用を受ける特別試験研究費の額を除きます。）がある場合には、上記⑴又は

⑵の制度とは別に、その特別試験研究費の額に次の試験研究費の区分に応じ次の税額控除割合を乗

じて計算した金額の法人税額の特別控除ができることとされています。ただし、その事業年度の調

整前法人税額の５％相当額が限度とされています（旧措法 42 の４③⑥六）。 

イ 国の試験研究機関、大学その他これらに準ずる者と共同して行う試験研究又は特別研究機関等

に委託する試験研究に係る一定の試験研究費の額 30％ 

ロ イ以外のもの 20％ 

⑷ 試験研究費の増加額又は平均売上金額の10％を超える試験研究費の額に係る税額控除 

青色申告書を提出する法人の平成 20 年４月１日から平成 29 年３月 31 日までの間に開始する各

事業年度において、次のイ又はロのいずれかに該当する場合には、いずれかを選択の上、上記⑴か

ら⑶までの制度とは別に、その区分に応じそれぞれ次に定める税額控除額の法人税額の特別控除が

できることとされています。ただし、その事業年度の調整前法人税額の 10％相当額が限度とされて

います（旧措法 42 の４④）。 

イ 次の(イ)及び(ロ)のいずれも満たす場合 

(イ) 増加試験研究費の額（注１） ＞ 比較試験研究費の額（注２） × ５％ 

(ロ) 試験研究費の額 ＞ 基準試験研究費の額（注３） 

税額控除額 ＝ 増加試験研究費の額 × 30％ （増加試験研究費割合（注４）が 30％未満で

ある場合には、その増加試験研究費割合） 

（注１） 増加試験研究費の額とは、試験研究費の額から比較試験研究費の額を控除した残額をいいます（旧措

法 42 の４④一）。 

（注２） 比較試験研究費の額とは、当期前３年間の各期の試験研究費の額の平均額をいいます（旧措法 42 の４

⑥八）。 
（注３） 基準試験研究費の額とは、当期前２年間の各期の試験研究費の額のうち最も多い額をいいます（旧措

法 42 の４⑥九）。 

（注４） 増加試験研究費割合とは、増加試験研究費の額の比較試験研究費の額に対する割合をいいます（旧措

法 42 の４④一）。 

 

Ⅲ 税額の計算に関する改正 

１ 試験研究を行った場合の法人税額の特別控除制度の整備 
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ロ 試験研究費の額 ＞ 平均売上金額 × 10％ 

税額控除額 ＝ （試験研究費の額 － 平均売上金額 × 10％） × 超過税額控除割合（注） 
（注） 超過税額控除割合 ＝ （試験研究費割合 － 10％） × 0.2 

⑸ 試験研究費の範囲 

  試験研究費とは、各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入される「製品の製造」又は

「技術の改良、考案若しくは発明」に係る試験研究のために要する費用で次に掲げるものをいいま

す（旧措法 42 の４⑥一、旧措令 27 の４②）。 

イ その試験研究を行うために要する原材料費、人件費（専門的知識をもってその試験研究の業務

に専ら従事する者に係るものに限ります。）及び経費 

ロ 他の者に委託して試験研究を行う法人のその試験研究のためにその委託を受けた者に対して支

払う費用 

ハ 技術研究組合法の規定により賦課される費用 

 

⑴ 試験研究費の総額に係る税額控除の見直し 

〔制度の概要〕の⑴について、次の改正が行われました。 

イ 税額控除割合について、試験研究費の額に乗ずる税額控除割合を増減試験研究費割合（注）に応

じ、次のとおり計算することとされました（措法 42 の４①）。 
（注） 増減試験研究費割合とは、増減試験研究費の額（*）の比較試験研究費の額に対する割合をいいます（措

法 42 の４⑧三）。以下同じです。 

（*） 増減試験研究費の額とは、その適用を受ける事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入される試験研究

費の額から比較試験研究費の額を減算した金額をいいます（措法 42 の４⑧三）。以下同じです。 

 

(イ) 増減試験研究費割合が５％を超える場合 

税額控除割合（注） ＝ ９％ ＋ ｛（増減試験研究費割合 － ５％） × 0.3｝ 
（注） 10％（*）を上限 

（*） 平成 29 年４月１日から平成 31 年３月 31 日までの間に開始する各事業年度については、14％となりま

す（措法 42 の４②）。 

(ロ) 増減試験研究費割合が５％以下である場合 

税額控除割合（注） ＝ ９％ － ｛（５％ － 増減試験研究費割合） × 0.1｝ 
（注） ６％を下限 

ロ 税額控除上限額について、平成 29 年４月１日から平成 31 年３月 31 日までの間に開始する各

事業年度において、試験研究費割合が 10％を超える場合には、次により計算した金額とすること

とされました（措法 42 の４⑤）。 

 

税額控除上限額 ＝ 調整前法人税額の 25％相当額  

＋ 調整前法人税額 ×｛（試験研究費割合 － 10％） × ２｝（注） 
（注） ２を乗じた割合は 10％を上限 

⑵ 中小企業技術基盤強化税制の見直し 

〔制度の概要〕の⑵について、次の改正が行われました。 

イ 平成 31 年４月１日以後に開始する各事業年度において、中小企業者のうち適用除外事業者（注）

に該当するものについては適用対象から除外することとされました（措法 42 の４③⑧六の二）。 
（注） 適用除外事業者とは、51 ページⅦ４〔改正の内容〕の適用除外事業者をいいます。 

ロ 税額控除割合及び税額控除上限額について、平成 29 年４月１日から平成 31 年３月 31 日まで

の間に開始する各事業年度（設立事業年度を除きます。）において、増減試験研究費割合が５％を

超える場合には、次のとおりとすることとされました（措法 42 の４④）。 

 

（イ） 税額控除割合(注) ＝ 12％ ＋ {（増減試験研究費割合 － ５％） × 0.3} 
 （注） 17％を上限 

（ロ） 税額控除上限額 ＝ 調整前法人税額の 35％相当額 

〔改正の内容〕 

(算 式) 

(算 式) 

(算 式) 
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ハ 税額控除上限額について、平成 29 年４月１日から平成 31 年３月 31 日までの間に開始する各

事業年度（上記ロ（ロ）の適用を受ける事業年度を除きます。）において、試験研究費割合が 10％を

超える場合には、次により計算した金額とすることとされました（措法 42 の４⑤）。 

 

税額控除上限額 ＝ 調整前法人税額の 25％相当額  

＋ 調整前法人税額 × ｛（試験研究費割合 － 10％）× ２｝（注） 

（注） ２を乗じた割合は 10％を上限 

⑶ 試験研究費の増加額又は平均売上金額の10％を超える試験研究費の額に係る税額控除制度の見直

し 

〔制度の概要〕の⑷について、次の改正が行われました。 

イ 試験研究費の増加額に係る税額控除制度が廃止されました（旧措法 42 の４④一）。 

ロ 平均売上金額の 10％を超える試験研究費の額に係る税額控除制度の適用期限が平成 31 年３月

31 日まで２年延長されました（措法 42 の４⑦）。 

  なお、上記⑴ロ又は上記⑵ロ（ロ）若しくはハの適用を受ける事業年度においては、本制度の適用

を受けることはできません。 

 

〔改正の内容〕⑴から⑶までについては、次のように見直しが行われました。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑷ 特別試験研究費の額に係る税額控除の見直し 

〔制度の概要〕の⑶における特別試験研究費の対象となる共同研究及び委託研究に係る相手方が

支出する費用を自己が負担する場合について、対象費用の限定（改正前：原材料費、人件費、旅費、

経費及び外注費）が廃止され、研究に要した費用のうち確定申告書等に一定の書類の写しを添付す

ることにより証明がされたものとされました（措法 42 の４⑧九、措令 27 の４⑲、措規 20⑲、旧措

規 20⑩）。 

≪イメージ図≫ 

(算 式) 

税額控除割合 税額控除上限額 税額控除割合 税額控除上限額 税額控除割合 税額控除上限額

中小企業者等
以外

8～10％

試験研究費
割合に応じて

調整前法人税額
の25％相当額

6～14％

増減試験研究費
割合に応じて

 調整前法人税額
　の25％相当額
　試験研究費割合
　が10％超の場合
　に0～10％上乗せ
　※

6～10％

増減試験研究費
割合に応じて

調整前法人税額
の25％相当額

中小企業者等

12％ 調整前法人税額
の25％相当額

　　12～17％

 増減試験研究費割
 合が5％超の場合
 に0～5％上乗せ

 調整前法人税額
　の25％相当額
 増減試験研究費割
 合が5％超の場合
 に10％上乗せ又
 は※の上乗せ

12％ 調整前法人税額
の25％相当額

5～30％
増加試験研究費
割合に応じて

調整前法人税額
の10％相当額

0～10％
超過税額控除
割合に応じて

調整前法人税額
の10％相当額 （同左） （同左） ― ―

試験研究費
の総額に係
る税額控除

 試験研究費の増加額に
 係る税額控除

 平均売上金額の10％を
 超える試験研究費に係
 る税額控除

（廃止）

改正前 改正後

平29.4.1前に開始した事業年度
平29.4.1から平31.3.31まで
の間に開始する事業年度

平31.4.1以後に開始する事業年度
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（注） 上記改正に併せて、私立大学が行う受託研究に係る非課税要件の見直しが行われました（52 ページⅦ５⑺

参照）。 

⑸ 試験研究費の範囲の見直し 

〔制度の概要〕の⑸について、対象となる試験研究費に、対価を得て提供する新たな役務の開発

に係る次の試験研究のために要する一定の費用（注）が追加されました（措法 42 の４⑧一、措令 27

の４②③、措規 20①②）。 

イ 大量の情報を収集する機能を有し、その機能の全部若しくは主要な部分が自動化されている機

器若しくは技術を用いる方法によって行われた情報の収集又はその方法によって収集された情報

の取得 

ロ 上記イの収集に係る情報又は上記イの取得に係る情報について、一定の法則を発見するために

行われる分析として上記イの情報の解析に必要な確率論及び統計学に関する知識並びに情報処理

に関して必要な知識を有すると認められる者（以下「情報解析専門家」といいます。）により情報

の解析を行う専用のソフトウエア等を用いて行われるもの 

ハ 上記ロの分析により発見された法則を利用したその役務の設計 

ニ 上記ハの設計に係る上記ハの法則が予測と結果とが一致することの蓋然性が高いものであるこ

とその他妥当であると認められるものであること及びその法則を利用したその役務がその目的に

照らして適当であると認められるものであることの確認 
（注） 一定の費用とは、次の費用をいいます。 

（イ） その試験研究を行うために要する原材料費、人件費（情報解析専門家に係るものに限ります。）及び経費

（外注費にあっては、これらの原材料費及び人件費に相当する部分並びにその試験研究を行うために要す

る経費に相当する部分（外注費に相当する部分を除きます。）に限ります。） 

（ロ） 他の者に委託をして試験研究を行うその法人のその試験研究のためにその委託を受けた者に対して支払

う費用（(ｲ)の原材料費、人件費及び経費に相当する部分に限ります。） 

⑹ 申告要件の見直し 

  法人税額の特別控除に係る申告要件について、見直しが行われました（29 ページⅢ６⑺参照）。 

 

 

イ 上記⑸により試験研究費の対象に追加された費用は新たな
．．．

役務の開発に係る試験研究のため

に要するものに限られますが、新たな役務であるかどうかは、その法人にとって新たなもので

あるかどうかにより判断します。 

ロ 上記⑴イ又は⑵ロ（イ）の適用を受ける場合の増減試験研究費割合の計算に当たっては、その計

算の基礎となる当期前３年間の各期の試験研究費の額についても、上記⑸による改正後の試験

研究費の範囲に基づき計算する必要があります。 

 

《連結納税制度》 

連結納税制度においても、上記と同様の措置が講じられています（措法 68 の９）。 

 

〔適用時期〕 

⑴ 〔改正の内容〕の⑴、⑵ロ及びハ、⑶、⑷並びに⑸は、平成 29 年４月１日以後に開始する事業年

度分の法人税について適用され、同日前に開始した事業年度分の法人税については、従来どおり適

用されます（改正法附則 61、75①）。 

⑵ 〔改正の内容〕の⑵イは、平成 31 年４月１日以後に開始する事業年度分の法人税について適用さ

れます（改正法附則１六、62①、75③）。 

（注） 〔改正の内容〕の⑹の適用時期については、29 ページⅢ６⑺を参照してください。 

 

 

 
 

 
申告に当たっての注意点 
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青色申告書を提出する法人が、指定期間内に、承認地域経済牽引事業に係る促進区域内においてそ

の承認地域経済牽引事業に係る承認地域経済牽引事業計画に従って特定地域経済牽引事業施設等の新

設又は増設をする場合において、特定事業用機械等の取得（その製作又は建設の後事業の用に供され

たことのないものの取得に限ります。）をし、又は製作若しくは建設をして、その承認地域経済牽引事

業の用に供したとき（貸付けの用に供した場合を除きます。）は、供用年度において、その特定事業用

機械等の取得価額（100 億円を限度）の４％（建物及びその附属設備並びに構築物については、２％）

相当額の法人税額の特別控除（特別償却との選択適用）ができることとされました（措法 42 の 11 の

２②）。 

⑴ 適用対象法人等 

  本制度の適用対象法人、指定期間、適用対象資産、適用対象事業及び供用年度は、地域経済牽引

事業の促進区域内において特定事業用機械等を取得した場合の特別償却制度と同様です（９ページ

Ⅱ１⑴～⑸参照）。 

⑵ 税額控除限度額  

  本制度による税額控除限度額は、次の算式により計算します（措法 42 の 11 の２②）。 

  

イ 特定事業用機械等の取得価額の合計額が 100 億円以下の場合 

 (ｲ) 機械及び装置並びに器具及び備品 

 

 

 (ﾛ) 建物及びその附属設備並びに構築物 

 

 

ロ 特定事業用機械等の取得価額の合計額が 100 億円を超える場合 

(ｲ) 機械及び装置並びに器具及び備品 

 

 

 

 (ﾛ) 建物及びその附属設備並びに構築物 

 

 

 

  
（注） 上記の算式により計算した金額が、その供用年度の調整前法人税額の 20％相当額を超える場合には、

その 20％相当額が限度とされます。 

 

   

本制度の適用を受けるためには、確定申告書等（控除を受ける金額を増加させる修正申告書又

は更正請求書を提出する場合には、その修正申告書又は更正請求書を含みます。）に、控除の対

象となる特定事業用機械等の取得価額、控除を受ける金額及びその金額の計算に関する明細書を

添付する必要があります。この場合において、控除される金額の計算の基礎となる特定事業用機

械等の取得価額は、確定申告書等に添付された書類に記載された特定事業用機械等の取得価額が

限度とされます（措法 42 の 11 の２⑤）。 

２ 地域経済牽引事業の促進区域内において特定事業用機械等を取得した場合の法人税額の

特別控除制度の創設 

〔創設された制度の概要〕 

 
申告に当たっての注意点 

税額控除限度額 ＝ 特定事業用機械等の取得価額 × ４％   

100 億円  
特定事業用機械等の取得価額 

特定事業用機械等の取得価額の合計額  
× ４％ 税額控除限度額 ＝ × 

税額控除限度額 ＝ 特定事業用機械等の取得価額 × ２％   

100 億円  
特定事業用機械等の取得価額 

特定事業用機械等の取得価額の合計額  
× ２％ 税額控除限度額 ＝ × 

(算 式) 
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《連結納税制度》 

連結納税制度においても、上記と同様の措置が講じられています（措法 68 の 14 の３）。 

〔適用時期〕 

企業立地促進法一部改正法の施行の日以後に取得又は製作若しくは建設をする特定事業用機械等に

ついて適用されます（措法42の11の２②、68の14の３②、改正法附則１十）。 

なお、企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律の一部を改正

する法律案は、平成 29 年４月 28 日現在、国会において審議中です。 

 

 

 
〔制度の概要〕 

⑴ 特定の地域において雇用者の数が増加した場合の法人税額の特別控除制度 

青色申告書を提出する法人が、適用年度（注１）において、基準雇用者数（注２）が５人以上（中小

企業者等（注３）である場合には、２人以上）であることにつき所定の証明がされたなど一定の要件

を満たす場合で、かつ、雇用保険法の適用事業を行っている場合には、次の算式により計算した金

額の法人税額の特別控除ができることとされています。ただし、適用年度の調整前法人税額の 10％

（中小企業者等である場合には、20％）相当額が限度とされています（旧措法 42 の 12①）。 

税額控除限度額 ＝ 40 万円 × 特定地域基準雇用者数（注４） 

（注１） 適用年度とは、平成 23 年４月 1 日から平成 30 年３月 31 日までの間に開始する各事業年度（＊）をいい

ます（旧措法 42 の 12⑤一）。以下同じです。 

（*） 合併、分割又は現物出資以外の事由による設立の日を含む事業年度、合併以外の事由による解散の日を含む事

業年度及び清算中の各事業年度を除きます。 

（注２） 基準雇用者数とは、適用年度終了の日における雇用者の数からその適用年度開始の日の前日における雇

用者（その適用年度終了の日において高年齢雇用者（*）に該当する者を除きます。）の数を減算した数をい

います（旧措法 42 の 12⑤四）。以下同じです。 

（*） 高年齢雇用者とは、法人の使用人のうち雇用保険法の高年齢継続被保険者に該当するものをいいます（旧措法

42 の 12⑤三）。以下同じです。 

（注３） 中小企業者等は、50 ページⅦ４〔制度の概要〕の⑵イの中小企業者等と同じです。以下同じです。 

（注４） 特定地域基準雇用者数とは、適用年度開始の日において地域雇用開発促進法に規定する同意雇用開発促

進地域内に所在する事業所（*１）においてその適用年度に新たに雇用された次の要件を満たす雇用者でそ

の適用年度終了の日においてその事業所に勤務するものの数（その数がその事業所のみをその法人の事業

所とみなした場合におけるその適用年度の基準雇用者数を超える場合には、その超える部分の数を控除し

ます。）として所定の証明がされた数（*２）をいいます（旧措法 42 の 12⑤五）。 

イ その法人との間で労働契約法の有期労働契約以外の労働契約を締結していること（無期雇用）。 

ロ 短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律の短時間労働者でないこと（フルタイム）。 

（*１） その適用年度において次の⑵の適用を受ける場合には、その適用に係る特定業務施設を除きます。 

（*２） その数がその法人のその適用年度の基準雇用者数（その適用年度において次の⑵の適用を受ける場合には、

その適用に係る地方事業所税額控除限度額の計算の基礎となった地方事業所基準雇用者数（⑵（注４）参照）を

控除します。）を超える場合には、その基準雇用者数とします（旧措法 42 の 12①）。 

⑵ 拡充型計画又は移転型計画の認定を受けた法人に対する特例 

青色申告書を提出する法人で拡充型計画(注１)又は移転型計画(注２)の認定を受けたもの（以下「認

定事業者」といいます。）であるものが、適用年度において、次の要件を満たす場合で、かつ、雇用

保険法の適用事業を行っている場合には、次の算式により計算した金額の法人税額の特別控除がで

きることとされています。ただし、適用年度の調整前法人税額の 30％相当額（上記⑴又は旧措法第

42 条の 11 の２《地方活力向上地域において特定建物等を取得した場合の法人税額の特別控除》の

制度による特別控除額がある場合には、これらの金額を控除した残額）が限度とされています（旧

措法 42 の 12②⑦）。 

イ 基準雇用者数が５人以上（中小企業者等にあっては、２人以上）であることにつき所定の証明

がされたこと。 

ロ 給与等支給額が比較給与等支給額以上であること。 

ハ 本特例の適用を受けようとする事業年度及びその事業年度開始の日前１年以内に開始した各事

３ 特定の地域において雇用者の数が増加した場合の法人税額の特別控除制度の整備 
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業年度において、事業主都合による離職者がいないことにつき所定の証明がされたこと。 

地方事業所税額控除限度額 ＝ 20 万円(注３) × 地方事業所基準雇用者数(注４) 

（注１） 拡充型計画とは、地域再生法第 17 条の２第１項第２号に掲げる事業に関する地方活力向上地域特定業務

施設整備計画をいいます（旧措法 42 の 11 の２①）。以下同じです。 

（注２） 移転型計画とは、地域再生法第 17 条の２第１項第１号に掲げる事業に関する地方活力向上地域特定業務

施設整備計画をいいます（旧措法 42 の 11 の２②一）。以下同じです。 
（注３） 基準雇用者割合（*）が 10％以上であること等の所定の証明がされた場合には、50 万円となります。 

（*） 基準雇用者割合とは、基準雇用者数の適用年度開始の日の前日における雇用者の数に対する割合をいいます（旧

措法 42 の 12⑤七）。以下同じです。 
（注４） 地方事業所基準雇用者数とは、適用年度開始の日から起算して２年前の日からその適用年度終了の日ま

での間に拡充型計画又は移転型計画の認定を受けた法人が地方活力向上地域において整備した地域再生法

に規定する特定業務施設（以下「特定業務施設」といいます。）のみをその法人の事業所とみなした場合に

おける基準雇用者数として所定の証明がされた数をいいます（旧措法 42 の 12⑤六）。以下同じです。 

⑶ 移転型計画の認定を受けた法人に対する特例 

青色申告書を提出する法人で認定事業者（移転型計画の認定を受けた法人に限ります。）であるも

ののうち上記⑵の適用を受ける又は受けたものが、その適用を受ける事業年度以後の各適用年度に

おいて、雇用保険法の適用事業を行っている場合には、次の算式により計算した金額の法人税額の

特別控除ができることとされています。ただし、適用年度の調整前法人税額の 30％相当額（上記⑴

若しくは⑵又は旧措法第 42 条の 11 の２《地方活力向上地域において特定建物等を取得した場合の

法人税額の特別控除》の制度による特別控除額がある場合には、これらの金額を控除した残額）が

限度とされています（旧措法 42 の 12③）。 

地方事業所特別
．．

税額控除限度額 ＝ 30 万円 × 地方事業所特別
．．

基準雇用者数（注） 

（注） 地方事業所特別基準雇用者数とは、適用年度開始の日から起算して２年前の日からその適用年度終了の日

までの間に移転型計画の認定を受けた法人のその適用年度及びその適用年度前の各事業年度のうち、その計

画の認定を受けた日以後に終了する各事業年度のその法人が地方活力向上地域に移転して整備した特定業務

施設のみをその法人の事業所とみなした場合における基準雇用者数として所定の証明がされた数の合計数を

いいます（旧措法 42 の 12⑤十一）。以下同じです。 

 

⑴ 拡充型計画又は移転型計画の認定を受けた法人に対する特例の見直し 

〔制度の概要〕の⑵について、地方事業所税額控除限度額を次の算式により計算した金額の合計

額とすることとされました（措法 42 の 12②）。 

 

イ 30 万円（注１） × 地方事業所基準雇用者数（注２）のうち特定新規雇用者数（注３） 
（注１） 基準雇用者割合が 10％以上であること等の所定の証明がされた場合には、60 万円となります。 
（注２） 地方事業所基準雇用者数とは、適用年度開始の日から起算して２年前の日からその適用年度終了

の日までの間に地方活力向上地域特定業務施設整備計画について計画の認定を受けた法人のその計

画の認定に係る特定業務施設のみをその法人の事業所とみなした場合における基準雇用者数として

所定の証明がされた数をいいます（措法 42 の 12⑤七）。 

（注３） 特定新規雇用者数とは、その法人が受けた地域再生法の認定に係る特定業務施設において適用年

度に新たに雇用された次に掲げる要件を満たす雇用者でその適用年度終了の日においてその特定

業務施設に勤務するものの数として所定の証明がされた数をいいます（措法 42 の 12②一）。以下同

じです。 

（イ） その法人との間で労働契約法の有期労働契約以外の労働契約を締結していること（無期雇用）。 

（ロ） 短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律の短時間労働者でないこと（フルタイム）。 

 

ロ 20 万円（注１） × 次の（イ）及び（ロ）の合計数 

（イ） 新規雇用者総数（注２） － 特定新規雇用者数 

（新規雇用者総数×40％相当数に達するまで） 

（ロ） 地方事業所基準雇用者数 － 新規雇用者総数 
（注１） 基準雇用者割合が 10％以上であること等の所定の証明がされた場合には、50 万円となります。 

〔改正の内容〕 

(算 式) 
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（注２） 新規雇用者総数とは、地域再生法の認定に係る特定業務施設においてその適用年度に新たに雇用

された雇用者でその適用年度終了の日においてその特定業務施設に勤務するものの総数（その適

用年度の地方事業所基準雇用者数を上限とします。）として所定の証明がされた数をいいます（措

法 42 の 12②二）。以下同じです。 

ハ 10 万円（注） ×{新規雇用者総数 － 特定新規雇用者数 － （新規雇用者総数×40％）} 

 （注） 基準雇用者割合が 10％以上であること等の所定の証明がされた場合には、40 万円となります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 申告要件の見直し 

  法人税額の特別控除に係る申告要件について、見直しが行われました（29 ページⅢ６⑺参照）。 

《連結納税制度》 

連結納税制度においても、上記と同様の措置が講じられています（措法 68 の 15 の２）。 

〔適用時期〕 

〔改正の内容〕の⑴は、平成 29 年４月１日以後に開始する事業年度分の法人税について適用され、

同日前に開始した事業年度分の法人税については、従来どおり適用されます（改正法附則 61、78）。 

（注） 〔改正の内容〕の⑵の適用時期については、29 ページⅢ６⑺を参照してください。 

 

 

 

 

中小企業者等が、指定期間内に、生産等設備を構成する機械及び装置、工具、器具及び備品、建物

附属設備並びに一定のソフトウエアで、経営力向上設備等に該当するもののうち一定の規模のもの（以

下「特定経営力向上設備等」といいます。）の取得（その製作又は建設の後事業の用に供されたことの

ないものの取得に限ります。）をし、又は製作若しくは建設をして、その中小企業者等の営む指定事業

の用に供した場合には、供用年度において、その取得価額の７％（一定の法人（注）については、10％）

相当額の法人税額の特別控除（特別償却との選択適用）ができることとされました（措法 42 の 12 の

４②）。 
（注） 一定の法人とは、中小企業者等のうち資本金の額又は出資金の額が 3,000 万円を超える法人（農業協同組合

等及び中小企業等協同組合等を除きます。）以外の法人をいいます（措令 27 の 12 の４③）。 

⑴ 適用対象法人等 

本制度の適用対象法人、指定期間、適用対象資産、適用対象事業及び供用年度は、中小企業者等

が特定経営力向上設備等を取得した場合の特別償却制度と同様です（11 ページⅡ２⑴～⑸参照）。 

 

４ 中小企業者等が特定経営力向上設備等を取得した場合の法人税額の特別控除制度の創設 

≪イメージ図≫ 

〔創設された制度の概要〕 

新規雇用者

総数×40％

特定新規

雇用者数

新

規

雇

用

者

総

数

移

転

者

地方事業所

基準雇用者数

増加人数

20万円（50万円）対象者 ・・・・・・・・・・・・・上記（算式）ロ

10万円（40万円）対象者 ・・・・・・・・・・・・・上記（算式）ハ

20万円（50万円）対象者 ・・・・・・・・・・・・・上記（算式）ロ

30万円（60万円）対象者 ・・・・・・・・・・・・・上記（算式）イ

＋

＋

＋

＝

地方事業所税額控除限度額

特
定
新
規

雇
用
者
数

（ロ） 

（イ） 
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⑵ 税額控除限度額 

本制度による税額控除限度額は、次の算式により計算します (措法 42 の 12 の４②、改正法附則

64③)。 

 

  税額控除限度額 ＝ 特定経営力向上設備等の取得価額 × ７％（注） 
（注） 中小企業者等のうち資本金の額又は出資金の額が 3,000 万円を超える法人（農業協同組合等及び中小企

業等協同組合等を除きます。）以外の法人の場合には、10％となります。 

※ 上記の算式により計算した金額が供用年度の調整前法人税額の 20％相当額（措法第 42 条の６第２項（旧

措法第 42 条の６第４項を含みます。）及び第 42 条の 12 の３第２項の規定により調整前法人税額から控除さ

れる金額がある場合には、その金額を控除した残額）を超える場合には、その 20％相当額が限度とされます。 

⑶ 繰越税額控除限度超過額の繰越控除 

青色申告書を提出する法人が、各事業年度において繰越税額控除限度超過額（注）を有する場合に

は、その繰越税額控除限度超過額に相当する金額を、その事業年度の調整前法人税額の 20％相当額

（上記⑵、措法第 42 条の６第２項（旧措法第 42 条の６第４項を含みます。）及び第３項並びに第

42 条の 12 の３第２項及び第３項の制度により控除される金額がある場合には、その金額を控除し

た残額）を限度として、法人税額から控除することができます（措法 42 の 12 の４③、改正法附則

64③）。 
（注） 繰越税額控除限度超過額とは、その事業年度開始の日前１年以内に開始した各事業年度（その事業年度ま

で連続して青色申告書を提出している場合の各事業年度に限ります。）における税額控除限度額のうち、上記

⑵による法人税額の特別控除をしてもなお控除しきれない金額の合計額をいいます（措法 42 の 12 の４④）。 

 

 

イ 本制度（上記⑶を除きます。）の適用を受けるためには、確定申告書等（控除を受ける金額を

増加させる修正申告書又は更正請求書を提出する場合には、その修正申告書又は更正請求書を

含みます。）に、控除の対象となる特定経営力向上設備等の取得価額、控除を受ける金額及びそ

の金額の計算に関する明細書を添付する必要があります。この場合において、控除される金額

の計算の基礎となる特定経営力向上設備等の取得価額は、確定申告書等に添付された書類に記

載された特定経営力向上設備等の取得価額が限度とされます（措法 42 の 12 の４⑧）。 

また、確定申告書等に法人が取得又は製作若しくは建設をした機械装置等（機械及び装置、

工具、器具及び備品、建物附属設備並びにソフトウエアをいいます。）が特定経営力向上設備等

に該当するものであることを証する書類として、その法人が受けた中小企業等経営強化法第 13

条第 1 項の認定等に係る経営力向上計画の写し及びその経営力向上計画に係る認定書の写しを

添付する必要があります（措令 27 の 12 の４④、措規 20 の９②）。 

ロ 上記⑶の繰越税額控除限度超過額の控除の適用を受けるためには、供用年度以後の各事業年

度の確定申告書に繰越税額控除限度超過額の明細書を添付し、かつ、控除の適用を受けようと

する事業年度の確定申告書等（控除を受ける金額を増加させる修正申告書又は更正請求書を提

出する場合には、その修正申告書又は更正請求書を含みます。）に、控除の対象となる繰越税額

控除限度超過額、控除を受ける金額及びその金額の計算に関する明細を記載した書類を添付す

る必要があります（措法 42 の 12 の４⑨）。 

《連結納税制度》 

連結納税制度においても、上記と同様の措置が講じられています（措法 68 の 15 の５）。 

〔適用時期〕 

平成 29 年４月１日以後に取得又は製作若しくは建設をする特定経営力向上設備等について適用さ

れます（措法 42 の 12 の４②、68 の 15 の５②）。 

 

 

 

(算 式) 

 
申告に当たっての注意点 
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〔制度の概要〕 

青色申告書を提出する法人が、平成 25 年４月１日から平成 30 年３月 31 日までの間に開始する各

事業年度（注１）において国内雇用者（注２）に対して給与等を支給する場合において、次の要件を満た

すときには、その雇用者給与等支給増加額（注３）の 10％相当額の法人税額の特別控除ができることと

されています。ただし、適用年度（本制度の適用を受けようとする事業年度をいいます。以下同じで

す。）の調整前法人税額の 10％（中小企業者等（注４）である場合には、20％）相当額が限度とされて

います（旧措法 42 の 12 の４①）。 

⑴ 雇用者給与等支給増加額の基準雇用者給与等支給額（注５）に対する割合が増加促進割合（注６）以

上であること。 

⑵ その雇用者給与等支給額（注７）が比較雇用者給与等支給額（注８）以上であること。 

⑶ 平均給与等支給額（注９）が比較平均給与等支給額（注 10）を超えること。 
（注１） 合併以外の事由による解散の日を含む事業年度及び清算中の各事業年度を除きます。 

（注２） 国内雇用者とは、法人の使用人（その法人の役員の特殊関係者及び使用人兼務役員を除きます。）のうち国

内の事業所に勤務する一定の雇用者をいいます（旧措法 42 の 12 の４②一、旧措令 27 の 12 の５④⑤）。以下

同じです。 

（注３） 雇用者給与等支給増加額とは、雇用者給与等支給額から基準雇用者給与等支給額を控除した金額をいいま

す（旧措法 42 の 12 の４①）。以下同じです。 
（注４） 中小企業者等は、50 ページⅦ４〔制度の概要〕の⑵イの中小企業者等と同じです。以下同じです。 

（注５） 基準雇用者給与等支給額とは、基準事業年度（平成 25 年４月１日以後に開始する各事業年度のうち最も古

い事業年度開始の日の前日を含む事業年度をいいます。）の所得の金額の計算上、損金の額に算入される国内

雇用者に対する給与等の支給額をいいます（旧措法 42 の 12 の４②四）。 
（注６） 増加促進割合とは、次の適用年度の開始日の区分に応じそれぞれ次の割合をいいます（旧措法 42 の 12 の

４②五）。 

適用年度の開始日  増 加 促 進 割 合  

～平 27.３.31 ２％ 

平 27.４.１～平 28.３.31 ３％ 

平 28.４.１～平 29.３.31 ４％（*） 

上 記 以 外 ５％（*） 

（*） 中小企業者等である場合には、３％となります。 

（注７） 雇用者給与等支給額とは、適用年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入される国内雇用者に対する給

与等の支給額（その給与等に充てるため他の者から支払を受ける金額がある場合には、その金額を控除した

金額となります。）をいいます（旧措法 42 の 12 の４②三）。以下同じです。 

（注８） 比較雇用者給与等支給額とは、前事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入される国内雇用者に対

する給与等の支給額をいいます（旧措法 42 の 12 の４②六）。以下同じです。 

（注９） 平均給与等支給額とは、適用年度の継続雇用者に対する給与等の支給額として一定の金額をその継続雇用

者に対する給与等の支給額に係る給与等支給者数として一定の数で除して計算した金額をいいます（旧措法

42 の 12 の４②七、旧措令 27 の 12 の４⑭⑮）。以下同じです。 

（注 10） 比較平均給与等支給額とは、前事業年度等の継続雇用者に対する給与等の支給額として一定の金額を前事

業年度等のその継続雇用者に対する給与等の支給額に係る給与等支給者数として一定の数で除して計算した

金額をいいます（旧措法 42 の 12 の４②八、旧措令 27 の 12 の４⑯⑰）。以下同じです。  

５ 雇用者給与等支給額が増加した場合の法人税額の特別控除制度の整備 
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⑴ 適用要件及び税額控除限度額の見直し 

次に掲げる法人の区分に応じそれぞれ次のとおり見直しが行われました。 

 

イ 中小企業者等以外の法人 

〔制度の概要〕の⑶の要件について、平均給与等支給額から比較平均給与等支給額を控除した

金額の比較平均給与等支給額に対する割合が２％以上であること（注）とされました。 

また、税額控除限度額を雇用者給与等支給増加額の 10％相当額に、その雇用者給与等支給増加

額のうちその事業者の雇用者給与等支給額から比較雇用者給与等支給額を控除した金額に達する

までの金額に２％を乗じて計算した金額を加算した金額とされました（措法 42 の 12 の５①）。 

ロ 中小企業者等 

〔制度の概要〕の⑴から⑶までの要件に加え、平均給与等支給額から比較平均給与等支給額を

控除した金額の比較平均給与等支給額に対する割合が２％以上であることの要件（注）を満たす場

合には、税額控除限度額を雇用者給与等支給増加額の 10％相当額に、その雇用者給与等支給増加

額のうちその中小企業者等の雇用者給与等支給額から比較雇用者給与等支給額を控除した金額に

達するまでの金額に 12％を乗じて計算した金額を加算した金額とされました（措法 42 の 12 の５

①）。 
（注） 適用年度に係る比較平均給与等支給額が零である場合には、この要件を満たさないものとされています（措

令 27 の 12 の５⑱）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 申告要件の見直し 

  法人税額の特別控除に係る申告要件について、見直しが行われました（29 ページⅢ６⑺参照）。 

《連結納税制度》 

連結納税制度においても、上記と同様の措置が講じられています（措法 68 の 15 の６）。 

≪イメージ図≫ 

〔改正の内容〕 

【要件】 【要件】
①　給与等支給総額：平成24年度から一定割合以上増加 ①・②　変更なし
②　給与等支給総額：前年度以上 ③　平均給与等支給額：前年度比２％以上増の要件に変更
③　平均給与等支給額：前年度を上回る

【税額控除限度額】 【税額控除限度額】
　・　給与等支給総額の24年度からの増加額に対して10％ 　・　給与等支給総額の24年度からの増加額に対して10％

　　　　　　　　　　　　　　　＋
《要件①の増加要件割合》

【要件】 【要件】
①～③　中小企業者等以外と同じ １　①～③　変更なし
※　ただし、①の増加割合は以下のとおり ２　①～③　変更なし

【税額控除限度額】 【税額控除限度額】
　・　給与等支給総額の24年度からの増加額に対して10％ 要件１を満たす場合

　・　給与等支給総額の24年度からの増加額に対して10％
《要件①の増加要件割合》 要件２を満たす場合

　・　給与等支給総額の24年度からの増加額に対して10％
　 ＋　給与等支給総額の前年度からの増加額に対して１2％
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2% 2%
Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

Ｈ27 Ｈ28

中
小
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業
者
等
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   ④　平均給与等支給額：前年度比２％以上増の要件を追加　　

Ｈ29
Ｈ24

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

2% 2% 2% 2%
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等
以
外

前年度からの増加額に対して２％

5% 5%
4% 4%

3% 3%
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10％控除
10％控除

12％控除
（10＋２）

10％控除

10％控除

22％控除
(10+12）
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〔適用時期〕 

〔改正の内容〕の⑴は、平成 29 年４月１日以後に開始する事業年度分の法人税について適用され、

同日前に開始した事業年度分の法人税については、従来どおり適用されます（改正法附則 61、81）。 

（注） 〔改正の内容〕の⑵の適用時期については、29 ページⅢ６⑺を参照してください。 

 

 

○ 税額の計算に関する事項について、次の改正が行われました。 

改 正 事 項 改 正 の 内 容  適 用 時 期 等 

⑴ 中小企業者等の法人
税率の特例（措法42の３
の２①②、68の８①②） 

 

○ 適用期限が平成31年３月31日まで２年延長されました。 
 

― 

⑵ エネルギー環境負荷
低減推進設備等を取得
した場合の法人税額の
特別控除（措法42の５
①、68の10①、措規20の
２、22の24、改正法附則
63、76） 

 

○ エネルギー環境負荷低減推進設備等を取得した場合の特別
償却（13ページⅡ３⑴参照）と同様の改正が行われました。 

13ページⅡ３⑴の適用
時期等と同じとなりま
す。 

⑶ 中小企業者等が機械
等を取得した場合の法
人税額の特別控除（旧措
法42の６④、68の11④、
改正法附則64②、77②） 
 

（措法42の６①、68の11
①、旧措規20の３①、改
正法附則64①、77①） 
 
 

（措法42の６②③、42の
12の３②③、42の12の４
②③、68の11②③、68の
15の４②③、68の15の５
②③、改正法附則64③
④、66、77③④、79） 
 
 

（措法42の６①、68の11
①） 

 

○ 特定生産性向上設備等に係る特定中小企業者等に対する税
額控除割合の上乗せ措置及び特定中小企業者等以外の法人に
対する税額控除の選択適用を認める措置が廃止されました。 

 
 
 
○ 対象資産について、中小企業者等が機械等を取得した場合の

特別償却（13ページⅡ３⑵参照）と同様の改正が行われました。 
 
 
 
○ 本制度における特別税額控除額について、本制度（廃止前の

特定生産性向上設備等に係る措置を含みます。）、特定中小企業
者等が経営改善設備を取得した場合の法人税額の特別控除制
度及び中小企業者等が特定経営力向上設備等を取得した場合
の法人税額の特別控除制度を合計して調整前法人税額の20％
相当額を限度とすることとされました。 

 
 
○ 適用期限が平成31年３月31日まで２年延長されました。  
 

平29.４.１前に取得等
をした特定生産性向上
設備等については、従
来どおり適用されま
す。 
 
13ページⅡ３⑵の適用
時期等と同じとなりま
す。 
 
 
平29.４.１以後に終了
する事業年度分の法人
税について適用され、
同日前に終了した事業
年度分の法人税につい
ては、従来どおり適用
されます。 
 
― 
 

⑷ 沖縄の特定地域にお
いて工業用機械等を取
得した場合の法人税額
の特別控除（措規20の４
②一・二、改正措規附則
８） 

 
 
 
（措令27の９①一、39の
43①） 

 
（措令27の９①二～五、
39の43①） 

 
 

○ 沖縄の観光地形成促進地域に係る措置について、次のとおり
改正が行われました。 
イ 対象施設から、野球場、陸上競技場、蹴球場、スキー場、

体育館、釣り場、遊漁船等利用施設、遊覧船発着場及び図書
館が除外されました。 

 
 
 
 

ロ 適用期限が平成31年３月31日まで２年延長されました。 
 
 
○ 沖縄の情報通信産業振興地域に係る措置、沖縄の産業高度

化・事業革新促進地域に係る措置、沖縄の国際物流拠点産業集
積地域に係る措置及び沖縄の経済金融活性化特別地区に係る
措置について、適用期限がそれぞれ平成31年３月31日まで２年
延長されました。 

  

 
 
平29.４.１以後に取得
等をするものについて
適用され、同日前に取
得等をしたものについ
ては、従来どおり適用
されます。 
 
― 
 
 
― 
 

６ その他 
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改 正 事 項 改 正 の 内 容  適 用 時 期 等 

⑸ 地方活力向上地域に
おいて特定建物等を取
得した場合の法人税額
の特別控除（措法42の11
の３②、68の15②） 

 
 
（措令27の11の３、39の
45①、改正法附則１六、
62①、75③） 

○ 平成29年４月１日から平成30年３月31日までの間に地方活
力向上地域特定業務施設整備計画の認定を受けた事業者が取
得等をした特定建物等の税額控除限度額について、引き続きそ
の特定建物等の取得価額の４％（移転型計画である場合には、
７％）（改正前：２％（移転型計画である場合には、４％））相
当額とされました。 

 
○ 投資規模要件について、地方活力向上地域において特定建物

等を取得した場合の特別償却（13ページⅡ３⑶参照）と同様の
改正が行われました。 

 

― 
 
 
 
 
 
 
13ページⅡ３⑶の適用
時期等と同じとなりま
す。 
 

⑹ 特定中小企業者等が
経営改善設備を取得し
た場合の法人税額の特
別控除（措法42の６②
③、42の12の３②③、42
の12の４②③、68の11②
③、68の15の４②③、68
の15の５②③、改正法附
則64③④、66、77③④、
79） 

 
（措法42の12の３①、68
の15の４①） 

 

○ 本制度における特別税額控除額について、本制度、中小企業
者等が機械等を取得した場合の法人税額の特別控除制度（廃止
前の特定生産性向上設備等に係る措置を含みます。）及び中小
企業者等が特定経営力向上設備等を取得した場合の法人税額
の特別控除制度を合計して調整前法人税額の20％相当額を限
度とすることとされました。 

 
 
 
 
 
○ 適用期限が平成31年３月31日まで２年延長されました。 

平29.４.１以後に終了
する事業年度分の法人
税について適用され、
同日前に終了した事業
年度分の法人税につい
ては、従来どおり適用
されます。 
 
 
 
 
― 
 

⑺ 法人税額の特別控除
に係る申告要件の見直
し（措法42の４⑩、42の
５⑨⑩、42の６⑧⑨、42
の９⑤⑥、42の10⑥、42
の11⑥、42の11の２⑤、
42の11の３⑤、42の12
⑧、42の12の２②、42の
12の３⑧⑨、42の12の４
⑧⑨、42の12の５④、42
の13⑤、68の９⑩、68の
10⑩⑪、68の11⑨⑩、68
の13⑥⑦、68の14⑦、68
の14の２⑥、68の14の３
⑥、68の15⑥、68の15の
２⑧、68の15の３③、68
の15の４⑨⑩、68の15の
５⑨⑩、68の15の６④、
68の15の７⑤、改正法附
則62②、75④） 

 
 

○ 当初申告の確定申告書等に適用金額を記載した場合等に限
り適用を受けることができる制度のうち税額の一定額を上限
とする次の制度について、納税者の立証すべき事項（試験研究
費の額、適用対象資産の取得価額等）及び当初申告が必要であ
ることが明確化されるとともに、要件を満たす場合には税額控
除額を変更できることが明らかにされました。 
イ 試験研究を行った場合の法人税額の特別控除 
ロ エネルギー環境負荷低減推進設備等を取得した場合の法

人税額の特別控除 
ハ 中小企業者等が機械等を取得した場合の法人税額の特別

控除 
ニ 沖縄の特定地域において工業用機械等を取得した場合の

法人税額の特別控除 
ホ 国家戦略特別区域において機械等を取得した場合の法人

税額の特別控除 
へ 国際戦略総合特別区域において機械等を取得した場合の

法人税額の特別控除 
ト 地域経済牽引事業の促進区域内において特定事業用機械

等を取得した場合の法人税額の特別控除 
チ 地方活力向上地域において特定建物等を取得した場合の

法人税額の特別控除 
リ 特定の地域において雇用者の数が増加した場合の法人税

額の特別控除 
ヌ 認定地方公共団体の寄附活用事業に関連する寄附をした

場合の法人税額の特別控除 
ル 特定中小企業者等が経営改善設備を取得した場合の法人

税額の特別控除 
ヲ 中小企業者等が特定経営力向上設備等を取得した場合の

法人税額の特別控除 
ワ 雇用者給与等支給額が増加した場合の法人税額の特別控

除 
カ 法人税の額から控除される特別控除額の特例 

 

平29.４.１以後に提出
する修正申告書若しく
は更正請求書に係る法
人税又は同日以後にさ
れる更正（同日前に提
出された更正請求書に
係るものを除きます。）
に係る事業年度分の法
人税について適用さ
れ、同日前に提出した
修正申告書若しくは更
正請求書に係る法人税
又は同日前にされた更
正に係る事業年度分の
法人税については、従
来どおり適用されま
す。 
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